
資料：（独）農業・食品産業技術総合研究機構　九州沖縄農業研究センター
　注：1）＊は成熟期風乾重

2）成熟期風乾重、粗玄米収量、黄熟期乾物全重は､［用語の解説］を参照

図３－126　米粉用米・飼料用米等への利用が期待される新品種の開発
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 きたあおば 825 1.42 飼料用米

 みなゆたか 758 1.74* 飼料用米

 べこごのみ 686 1.17 飼料用米・WCS  （精玄米）
 ふくひびき 703 1.44 飼料用米

 べこあおば 732 1.37 飼料用米・WCS  （精玄米）

 夢あおば 722 1.52 飼料用米・WCS  （精玄米）
 北陸193号 780 2.00* 飼料用米
 ホシアオバ 694 1.52 飼料用米・
  （精玄米）  WCS・米粉

 タカナリ 758 1.96* 飼料用米・米粉  （精玄米）
 クサホナミ 669 1.85 飼料用米・
  （精玄米）  WCS・米粉
 モミロマン 823 1.80 飼料用米・米粉

 クサノホシ 654 1.63 飼料用米・WCS

 ミズホチカラ 725 1.88* 飼料用米・米粉

（７） 研究・技術開発の取組

（農業・農村の資源や潜在能力を最大限活用する技術開発を推進）
我が国において食料を安定的に確保し、食料生産基盤である農山漁村の活力を維持していくた
めには、農業・農村が有する様々な資源や潜在能力を最大限に活用することが重要であり、技術
開発の役割が増大しています。
このような役割を果たしていくため、農林水産分野の研究については、食料自給率の向上、地
球規模の環境課題への対応等の政策課題や、地域の生産現場における諸課題の解決に技術の側面
から的確にこたえる必要があります。このため、産学官の幅広い研究者を集結しつつ、農林水産
分野の研究開発を進めています。
具体的には、食料自給率の向上に向けて、多収米品種の育成や米粉利用を加速化するための技
術開発やゲノム１情報を活用した革新的な品種（良食味でいもち病抵抗性を有する水稲の品種）
の育成を進めています。
また、地球規模の環境課題を解決するため、農地からのCO２排出削減技術（不耕起栽培やカ
バークロップ２の利用技術）等の地球温暖化緩和・適応技術の開発や木・草等の非食用バイオマ
スをガス化し、発電や液体燃料生産を行う「農林バイオマス３号機」の開発等バイオマス利用技
術の開発等を進めています。

（米の新規需要に対応した技術を開発）
米粉用米・飼料用米等の新規需要米の生産拡大に資するため、米粉用米向けの多収品種の育成
と、低コスト栽培技術の開発が行われるとともに、全国各地域の気候特性に適合した飼料用米や
飼料用稲向けの多収品種、飼料用稲の立毛利用、稲発酵粗飼料を組み合わせた繁殖牛の周年放牧
体系の開発が行われています（図３-１２６）。今後、食用米との識別性があり、収穫量が１０a当た
り１t以上の超多収品種の育成と、さらなる低コスト栽培向けの技術の開発が期待されています。

注 １、２ ［用語の解説］を参照
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資料：国立大学法人千葉大学
　注：アントシアニンは、橙赤～赤～紫～青色を呈する色素

図３－127　光の波長の違いによるサニーレタスの機能性成分（アントシアニン）の変化

　サニーレタスに赤色LED光を照射し
た場合（左）は、葉の生育は良いが、
アントシアニンの蓄積が少ない。
　一方、青色LED光を照射した場合
（右）は、葉の生育は抑えられるが、
アントシアニンの含有量は多くなる。

赤色LED照射した
サニーレタス

青色LED照射した
サニーレタス

コラム 植物工場

植物工場は、施設園芸の一形態であり、環境及び生育のモニタリングを基礎として高度な環境
制御を行うことで野菜等の植物の周年・計画生産が可能な施設です。我が国では、昭和60年
（1985年）の国際科学技術博覧会における「回転式レタス生産工場」の展示により注目を浴び
ましたが、経済性の課題等から、その取組は広がりませんでした。しかし、近年、環境制御技術
の進展や養水分の供給技術、養液の循環利用技術、LEDや省エネ型のCCFL蛍光灯（冷陰極蛍光
ランプ）等の新しい光源の開発等により、サラダ菜、フリルレタス、ハーブ等の葉茎菜類を中心
に生産する「野菜工場」がふえてきています。
植物工場は、立地場所を選ばず、農地以外の工業用地、空き店舗・工場等への設置も可能であ
ることから、異業種からの参入もみられます。これにより、例えば、製造業の計画的な生産・品
質管理手法や通信技術等、異業種のノウハウ・技術が広く農業に活用されることが期待されま
す。また、特に完全人工光型の植物工場で作られる野菜は、虫や異物の混入が少ないこと、歩留
まりが高いこと等の利点があり、加工・業務用向けの食材としても需要が拡大する可能性があり
ます。さらに、今後、施設の設置・運営コストの削減や安定的な販路の確保等を進めることによ
り、植物工場をはじめとする高度な施設園芸の広がりが期待されています。

販売目的で野菜等を生産している植物工場（50か所）の分布
（2009年３月現在）

●完全人工光型（34施設）
　閉鎖環境で、太陽光を使わずに環境を制御
●太陽光利用型のうち太陽光・人工光併用型（16施設）
　温室等において、太陽光の利用を基本として、雨天・
　曇天時の補光に人工光を利用

（植物・害虫等の光への反応を応用した新たな光利用技術を開発）
光の波長等をコントロールできる発光ダイオード（LED）１の開発や生物の生理現象の解析手
法の進展を踏まえ、植物・害虫等の光への反応を応用して農産物の品質の安定化を図るなど新た
な光利用技術の開発が進められています（図３-１２７）。このような新技術の開発・導入により、
施設園芸における省エネルギーの進展、安全で簡易な病害虫防除の実現や野菜等の商品化率の向
上が期待されます。

注 １ ［用語の解説］を参照
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資料：（独）農業生物資源研究所

図３－128　遺伝子組換えカイコを活用した蛍光絹糸の開発

蛍光たんぱく質を発現する繭 蛍光絹糸 蛍光絹糸を利用したドレス

（ゲノム情報の活用により新産業を創出）
稲や豚をはじめとする農畜産物のゲノム情報の解読が進み、品種改良等に活用する条件は整い
つつあり、将来に向けた研究成果を出していくことが重要となっています。我が国においては、
いもち病抵抗性遺伝子をはじめとする稲の病害抵抗性遺伝子等、農業上重要な遺伝子が明らかと
なってきました。これにより、異なる病害抵抗性遺伝子の集積によって複数の病原菌に強い抵抗
性を示す稲の作出が可能となります。
今後、さらにゲノム情報を活用して、効率的な品種改良を可能とするDNAマーカー選抜技術
や遺伝子組換え技術等、育種の高度化により画期的な農産物が開発されるとともに、その研究成
果や遺伝子特許等を有効に活用することにより、農業・農村に新たな利潤をもたらす新産業の創
出が期待されます。

（遺伝子組換え技術により新たな分野へ挑戦）
一方、世界では、遺伝子組換え技術により、主に除草剤耐性や害虫抵抗性が付与されたとうも
ろこし、大豆、なたね、ワタ等が栽培されています。他方、我が国においては、バイオマスエネ
ルギー用の超多収作物やカドミウム等を吸収する環境修復用作物等の研究が進められています。
また、医薬品分野との連携によるスギ花粉症緩和米等や新機能を付加した絹糸の開発等の新たな
分野への挑戦の動きもみられます（図３-１２８）。

（民間企業でも様々な研究開発を実施）
農林水産分野の研究開発については、国・都道府県の公的機関のほ
か、民間企業も担っており、民間企業における研究者数は、現在１万
４千人１となっています。食品産業や生産資材関連産業等の民間企業に
おける研究開発については、基礎的・先導的研究の成果を応用しつつ、
消費者や生産者ニーズを踏まえた商品の開発、実用化・商品化が中心
となっています。
最近では、遺伝子組換え技術により開発されたバラが初めて国内生
産され、平成２１年（２００９年）１１月に販売が開始されました。

注 １ 総務省「科学技術研究調査」（平成２１年（２００９年）１２月公表）。企業等における研究関係従事者数のうちの研究者数で、農林水
産業（２２７人）と食品製造業（１３，３４８人）の計

民間企業により世界で初
めて開発された青色色素
をもつバラ
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コラム 農業者ニーズに応じた農業機械の開発と実用化

資料：（独）農業・食品産業技術総合研究機構 生物系特定産業技術研究支援センター、野菜茶業研究所

農業機械の開発は、これまで米・麦等の土地利用型農業における農作業の効率化等を目的に行
われてきました。野菜・果樹等の園芸農業においては、繊細な取扱いが求められること、品目ご
とにみると市場規模が小さいこと等から機械化が遅れていましたが、近年、重量野菜の収穫作業
の軽労化等を目指し野菜の種類に応じた収穫機の開発が進められています。これまでに、ねぎ、
だいこん、キャベツ等の収穫機が市販化され、これらの導入地域においては、省力化、農業従事
者の負担軽減につながっています。
一方、開発機の性能と価格とのバランス、現状の品種や作業工程と合わないなどの課題から、
市販に至らなかった機種もみられます。このため、今後、高齢化が進行するなかで、どのような
機械開発が必要なのか検討しつつ、我が国のもつ技術を結集し、対応していく必要があります。

だいこん収穫機

ねぎ収穫機

トマト収穫ロボット

軽労化アシスト
スーツ

（今後の研究開発の課題）
今後の研究開発に当たっては、安全な農林水産物の安定供給、農業・農村の６次産業化のため
の新需要創出、環境面での課題の解決等、様々な課題に技術面での的確な対応を念頭に進めてい
くことが重要です。このため、新品種や革新的な生産技術の開発、新需要を創出する付加価値の
高い農産物、食品、新素材、医薬品等の開発、温室効果ガスの発生抑制技術等の地球温暖化への
対応技術の開発等をさらに進めていく必要があります。
また、研究成果を確実に普及・実用化につなげていくことも重要です。このため、国・都道府
県、大学、民間企業等の幅広い分野の人材・情報等を活用し研究マネジメント機能を強化すると
ともに、研究段階に応じて、人材、知的財産・研究成果、研究資金を機動的かつ一体的に運用す
る体制を整備していく必要があります。また、研究開発から産業化までを一貫して支援する視点
を導入し、ニーズを探りつつ実用化や産業化を進める流れを強化するとともに、産学官の枠組み
を構築していく必要もあります。さらに、産地段階では、普及組織と大学、民間企業、試験研究
機関等が連携して、研究成果の普及・実用化を強化していくことも重要です。
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事 例 産学官の戦略的な連携による技術開発の取組

神奈川県平塚市では、都市近郊という立地条件を活かし、園芸施設での野
菜の養液栽培が盛んに行われています。しかし、園芸施設で使用される野菜
の培地や培養液は、リサイクルされずに廃棄されており、環境への負荷が課
題となっています。
このような現場の課題を解決するため、環境保全型農業の技術開発を進め
てきた県農業技術センター、光触媒技術を有する大学、養液栽培システムを
取扱う企業が連携し、各々の強みを持ち寄ることで、地域に適したリサイクル型養液栽培技術の
開発を行いました。同時に、神奈川県内で産学官の連携を支援する組織が、関係者間の調整や、
研究成果の普及啓発を支援し、研究成果の普及・実用化を加速させる役目を担いました。
このように産学官の関係者が戦略的に連携して取り組むことにより開発した排液処理システム
は、研究終了時までに製品化されるとともに、リサイクル型養液栽培システムとして現場への導
入が始まっています。また、県農業技術センターでは、農業者用のマニュアルを作成すること等
により技術の普及を促すことで、養液栽培に伴う環境への負荷軽減に取り組んでいます。
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